


























 
 

 
 

Ⅱ教育研究活動の推進 

１．教育研究活動の推進 

  特色ある研究や水準の高い研究を重点的に推進するため、学術推進本部の下に研究戦略 
部会を設置し、研究支援に関する制度設計の見直しを図りました。新たな基準で研究プロ 
ジェクトを選定し、教育研究活動を推進しました。 
《平成 22 年度教育研究支援経費採択状況》 

「研究拠点形成・重点研究支援経費」 5 件採択（3,802 万円） 

・岩手豊穣学－宮沢賢治を中心とした岩手の研究－ 他 

「地域課題研究支援経費」 5 件採択（1,255 万円） 

・平泉をテーマとした国際交流展（芸術文化を基軸とした国際展覧会開催に関わる調査・運

営の仕組み研究） 他 

「教育研究支援経費」 

萌芽的研究支援経費（理系･一般枠） 15 件採択（ 679 万円） 

    ・車載用フレキシブル白色有機ＥＬ照明一体型有機薄膜トランジスタの開発 他 

萌芽的研究支援経費（理系・若手枠） 10 件採択（500 万円） 

    ・新規球形ナノ多孔質酸化チタンの合成と高出力リチウム電池への応用 他  

萌芽的研究支援経費（文系） 7 件採択（ 302 万円） 

・東北地方北部における縄文・弥生移行期の磨製石斧の流通に関する基礎的研究 他  

「海外渡航支援経費（一般枠・若手枠）」 11 件採択（197 万円） 

「大学院学生等の海外研究発表支援経費」 11 件採択（150 万円） 

 

２．大型プロジェクトの採択状況（平成 22 年度） 

配分機関 
研究 

期間 
プロジェクト名 

採択金額

（千円）

文部科学省 22 
戦略的大学連携支援事業 科学技術振興調整費 

女性研究者支援モデル育成プログラム 
19,031

農林水産省 22-24 
社会の食ニーズ対応型社会人再教育プログラム（平成

22 年度～平成 24 年度） 
34,200

運営交付金 22-24 
英語 ICT コンテンツを活用した教育プラットフォーム開

発（平成 22 年度～平成 24 年度） 
27,000

文部科学省 
22 

 

平成２２年度地域イノベーションクラスタープログラム（重

点支援枠）【グローバル型】 

「いわて発」高付加価値コバルト合金によるイノベーショ

ンクラスターの形成」 

40,370

文部科学省 22 

大学生の就業力育成支援事業 平成２２年度新規 「「３

つの問い」で学びをナビする就業力育成 －女子学生

に配慮した初年時からの４年一貫体系化－」 

9,794

経済産業省 22 

平成 22 年度戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイ

ン）「組織制御型高強度・高機能鋳鉄製自動車用部材

の製造技術開発」  

29,350

農林水産省 22 

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業「葯

培養とウィルスベクター技術を用いたリンゴ新育種システ

ム構築」 

23,700

 
 

 
 

農林水産省 22 
新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 

「履歴水温管理による水稲の冷害軽減技術の開発」   
21,700

独立行政法人農業・食品産業技

術総合研究機構生物系特定産

業技術研究支援センター 

22 

生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 

「ヤママリン誘導体による細胞増殖制御と昆虫の休眠化

の解明」 

11,000

独立行政法人科学技術振興機

構 
22 

「長日要求性素材と遺伝子解析を応用したアブラナ科

極晩抽性品種の開発」 
10,303

農林水産省 22 

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 ２

２年度新規 「従来の乳化剤に代わる米粉由来素材の

低コスト大量生産技術の開発」 

10,000

 

 

３．外部資金（受託研究、共同研究、奨学寄付金）受入状況 （過去 5 年間） 

受託研究 共同研究 奨学寄付金 

年度 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

平成 18 年度  82 407,676 203 304,373 210 172,881 

平成 19 年度  82 370,120 182 187,698 198 198,926 

平成 20 年度  86 389,161 164 260,953 204 302,547 

平成 21 年度 102 432,609 167 249,326 187 121,321 

平成 22 年度  79 295,158 170 147,930 159 136,180 

 

《研究戦略部会の設置について》 

学術推進本部の下に設置した研究戦略部会において、研究環境、学内外研究資金及び研究

評価・マネジメント等における課題を抽出し、地域課題研究や特色ある研究に関わる研究支援制

度など教員の教育研究アクティビティの向上に資する方策を立案しました。このうち、特に改善を

急ぐ重要課題として科学研究費申請増加方策について申請状況の分析と検討を進め、 科学研

究費申請増加に向けて、①学長、研究担当理事からメッセージの発信、②各学部教授会での説

明・学内説明会の開催、③科学研究費申請書作成の手引きの作成・メールマガジンによる情報提

供、④研究計画調書のサンプルの開示及びアドバイザーによる事前チェック、⑤電子申請対応の

ための研究計画調書作成支援、等を行いました。 

 

《科学研究費補助金の申請率の向上について》 

前述の結果、新規申請件数が 54 件増加しました。また、新規と継続の合計申請率も 71％から

83％へと上昇し、法人化以降初めて 80％を超える申請率となりました。これが功を奏して新規採択

数は 28 件増加し、新規採択率は 19.3％から 25.9％へと上昇しました。戦略方針の検討にとどまら

ず、具体的取組を進めたことから、年度当初の計画を上回る成果をあげることができました。 
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４．知的財産創出状況（平成 22 年度） 

部局 発明件数（件） 産業財産権出願数（件）

教育学部 2 2 

工学部 28 15 

農学部 11 12 

情報メディアセンター 0 1 

合計  41 30 

 

 

５．いわて高等教育コンソーシアム（平成 20～22 年度文部科学省戦略的大学連携支援事業） 

国際通用性や教育の質保証など、大学を取り巻く状況、低迷する大学進学率や県内就職率な 

どの地域的課題に対応するため、いわて５大学学長会議参加校が連携を強化し、地域の中核を

担う人材育成を目指す「いわて高等教育コンソーシアム：イーハトーブキャンパス」を設立し事業を

展開しました。 

岩手県内の 5 大学（岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、富士大学、盛岡大学）で構成さ 

れる本コンソーシアムは、平泉や賢治に育まれた共生の思想を尊び地域全体を思いやるリーダー

として多様な領域で地域の中核を担う人材育成を柱に、教育環境の基盤整備、教育力の向上、知

の拠点形成、大学進学率の向上、地域の活性化に関わる 20 の事業を戦略的大学連携支援事業

として実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

６．北東北国立３大学連携推進研究プロジェクトの活動状況 

 

７．「北東・地域大学コンソーシアム（略称：NERUC
ネ ル ク

）」の活動を展開 

構成校：北海道：帯広畜産大学 

青森県：弘前大学 

岩手県：岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、富士大学、盛岡大学 

山形県：山形大学 

（１） 北東・地域大学コンソーシアム（NERUC）の新技術説明会を開催 

     ＮERUC の新技術説明会を平成 23 年 2 月に開催し、本学では延べ人数 478 名の参加が 

   ありました。そのうち、技術相談があった 3 件が共同研究等に展開しました。NERUC 連携校 

での開催では、延べ数 232 名の参加があり、技術相談が 8 件のうち 2 件が共同研究等に展開    

しました。 

（２） 共同研究による商品開発化 

 久慈市の企業が NERUC の研究シーズを活用し、NERUC 連携校との共同プロジェクトを開 

始し、商品化を進めました。開発した商品は H23 年度には市場へ流通する予定です。 

（３）「研究シーズ集」ホームページ開設 

    研究シーズ集をホームページ（日本語／英語版）で開設したところ、本学の技術を基に帯 

広市の企業との共同研究が開始されました。その他、県外の医療系大学、国内食品企業と大 

型の共同研究を開始しています。 

 

Ⅲ.地域連携強化による教育研究成果の社会還元 

１．岩手県や県内経済団体等との連携による地域の産学官の新たな組織 

いわて未来づくり機構の設置 

平成 20 年 4 月に、岩手の将来的な発展方向を共有しつつ、地域の自立と活性化などに向け 

て、自治体、産業界・経済界、学術・教育機関などの地域産学官の新たな組織となる「いわて未

来づくり機構」が、岩手県知事、いわて経済同友会代表幹事、岩手大学長の３者の呼びかけによ

り設立しました。各組織のトップが参加し、提言を行うとともに、組織の行動力も伴うことは例が無く、

全国初となる取組みといわれており、その取組は着実に推進しています。本学は５つの作業部会

のうち、２つの部会の主査を務めるとともに、各作業部会に関連学部教員が「学」の立場から参画

し、産学官連携を推進しています。 

第２、第４作業部会においては本学が主務機関として座長を務め、地域企業説明会や岩手大

学フェアの開催、産学官連携コーディネーターの組織化、人材研修プログラムのデータベース化、

八幡平市での学生による地域づくり活動等具体的な成果をあげました。 

採択額（千円） 

22 年度配分額 研究期間 プロジェク名ト 研究代表機関 

23 年度配分額 
合計 

2,000 
22-23 

カルパイン阻害ペプチドによる細胞死

の抑制と疾患治療への応用 

弘前大学 

農学生命科学部 2,000 
4,000

22 

地震・津波両方の被災想定域への遠

地津波を考慮した防災・減災観の展

開 

岩手大学 

工学部  
2,400 2,400

3,100 
22-23 

省エネルギーを目指したエネルギー

変換材料・超電導材料の探究 

秋田大学 

教育文化学部 3,100 
6,200
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担う人材育成を目指す「いわて高等教育コンソーシアム：イーハトーブキャンパス」を設立し事業を

展開しました。 

岩手県内の 5 大学（岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、富士大学、盛岡大学）で構成さ 

れる本コンソーシアムは、平泉や賢治に育まれた共生の思想を尊び地域全体を思いやるリーダー

として多様な領域で地域の中核を担う人材育成を柱に、教育環境の基盤整備、教育力の向上、知

の拠点形成、大学進学率の向上、地域の活性化に関わる 20 の事業を戦略的大学連携支援事業

として実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

６．北東北国立３大学連携推進研究プロジェクトの活動状況 

 

７．「北東・地域大学コンソーシアム（略称：NERUC
ネ ル ク

）」の活動を展開 

構成校：北海道：帯広畜産大学 

青森県：弘前大学 

岩手県：岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、富士大学、盛岡大学 

山形県：山形大学 

（１） 北東・地域大学コンソーシアム（NERUC）の新技術説明会を開催 

     ＮERUC の新技術説明会を平成 23 年 2 月に開催し、本学では延べ人数 478 名の参加が 

   ありました。そのうち、技術相談があった 3 件が共同研究等に展開しました。NERUC 連携校 

での開催では、延べ数 232 名の参加があり、技術相談が 8 件のうち 2 件が共同研究等に展開    

しました。 

（２） 共同研究による商品開発化 

 久慈市の企業が NERUC の研究シーズを活用し、NERUC 連携校との共同プロジェクトを開 

始し、商品化を進めました。開発した商品は H23 年度には市場へ流通する予定です。 

（３）「研究シーズ集」ホームページ開設 

    研究シーズ集をホームページ（日本語／英語版）で開設したところ、本学の技術を基に帯 

広市の企業との共同研究が開始されました。その他、県外の医療系大学、国内食品企業と大 

型の共同研究を開始しています。 

 

Ⅲ.地域連携強化による教育研究成果の社会還元 

１．岩手県や県内経済団体等との連携による地域の産学官の新たな組織 

いわて未来づくり機構の設置 

平成 20 年 4 月に、岩手の将来的な発展方向を共有しつつ、地域の自立と活性化などに向け 

て、自治体、産業界・経済界、学術・教育機関などの地域産学官の新たな組織となる「いわて未

来づくり機構」が、岩手県知事、いわて経済同友会代表幹事、岩手大学長の３者の呼びかけによ

り設立しました。各組織のトップが参加し、提言を行うとともに、組織の行動力も伴うことは例が無く、

全国初となる取組みといわれており、その取組は着実に推進しています。本学は５つの作業部会

のうち、２つの部会の主査を務めるとともに、各作業部会に関連学部教員が「学」の立場から参画

し、産学官連携を推進しています。 

第２、第４作業部会においては本学が主務機関として座長を務め、地域企業説明会や岩手大

学フェアの開催、産学官連携コーディネーターの組織化、人材研修プログラムのデータベース化、

八幡平市での学生による地域づくり活動等具体的な成果をあげました。 

採択額（千円） 

22 年度配分額 研究期間 プロジェク名ト 研究代表機関 

23 年度配分額 
合計 

2,000 
22-23 

カルパイン阻害ペプチドによる細胞死

の抑制と疾患治療への応用 

弘前大学 

農学生命科学部 2,000 
4,000

22 

地震・津波両方の被災想定域への遠

地津波を考慮した防災・減災観の展

開 

岩手大学 

工学部  
2,400 2,400

3,100 
22-23 

省エネルギーを目指したエネルギー

変換材料・超電導材料の探究 

秋田大学 

教育文化学部 3,100 
6,200

－ 13－






























